
尼崎市の「地域共生社会」の実現に向けた

包括的支援体制についての提言

令和３年３月

尼崎市社会保障審議会



今日、生活課題の多くは、狭義の福祉施策やサービス、活動だけで解決できるものは少な

く、生活関連の諸分野にまたがるものとなっている。 

社会保障審議会市民福祉総合政策学識者会議では、その生活課題に対処する政策遂行

の基本視点を、市民の生活の全体性、継続性の保障に置き、部局・所管業務にかかわらず可

能な対策を動員することを大前提に、それが可能となる方策について議論してきた。 

我々の共通認識は、現行制度や施策では不十分というのではなく、施策を十分に動員・活

用し、効率的かつ施策相互の有機的な関連をさらに展開することが必要であるというもので

ある。この考え方は、社会福祉法改正により提起されている「地域共生社会」「包括的支援体

制」等においても、強調されているところである。 

生活関連諸分野のサービス、とくに福祉分野のサービス事業は委託・補助により民間事業

者が実施者となっているものが増大しているが、それらを含め、行政がマネジメントあるいは

コーディネートする視点と体制（監査的手法ではなく、効率的・効果的事業実施についての研

究、協議・調整）が必要である。 

さらに、各分野の制度・施策はきめ細かく専門分化してきており、それぞれに専門性が求め

られることは当然だが、それらを生活の全体性の視点で最大限効果をあげ、効率化を図るに

は「ソーシャルワーク」の視点とその調整役が不可欠であり、現在の組織や制度に基づく体制

を大きく変更することは難しいとしても、この「調整」役にあたる役割の必要性を認識したうえ

で組織と体制の整備を進めるべきであることを提言したい。 

令和３年３月 

尼崎市社会保障審議会  

委員長   松 原 一 郎 
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提 言 

尼崎市では、昭和 ５８ 年に「尼崎市民の福祉に関する条例」を制定し、市民の参画を前提として、尼崎

市らしい福祉の仕組みを市と市民が協働して創造していくという福祉を切り口とした地方自治のあり方

が示され、これまで地域住民や福祉事業者と協働しながら様々な福祉施策が展開されてきた。近年では

高齢者、障害者、子ども子育ての各分野の専門性の高い支援を行うために、南部・北部保健福祉センタ

ーや子どもの育ち支援センター「いくしあ」を拠点として、福祉分野ごとの専門的な相談支援体制の充実

を図ってきた。 

しかしながら、８０５０ 問題、ひきこもりやごみ屋敷、多頭飼育崩壊、ダブルケア、ヤングケアラーなど、

公的な制度を中心とした各福祉分野の枠組みだけでは解決が困難な複雑・複合化した課題に対しては、

対象者や制度ごとに整備されてきた施策ごとの対応だけでは迅速な対応や解決、深刻化の予防は困難

であることが明らかとなってきた。また、今般のコロナ禍のような感染症のリスクや今後想定される南海ト

ラフ地震等の大規模災害など、未曾有の有事への対応力を高めるためにも、制度や施策の枠組みを超え、

行政、地域住民、教育機関、企業等の社会生活を支える様々な関係者や関係機関がさらなる連携・協働

を進めていく必要がある。 

この複雑・複合化した課題に対応するために、国は平成 ２９ 年 ６ 月に社会福祉法を改正し、地域共生

社会の実現という考えのもと、分野を超え包括的・総合的に対応する体制整備を進めるために、① 「住

民に身近な圏域」において、地域住民等が主体的に地域生活課題※（以下「生活課題」とする。）を把握し、

解決を試みることができる体制の整備、② 生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整備、

③ 多機関協働による包括的な相談支援体制の構築の３つの事業による「包括的な支援体制の整備（第

１０６条の3第１項）」を新たに規定し、市町村の努力義務とした。 

また、令和 ２ 年 ６ 月に行われた社会福祉法の改正では、「包括的な支援体制の整備」を具体化してい

くために、「断らない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を一体的に行う「重

層的支援体制整備事業」が創設され、市町村はこの「重層的支援体制整備事業」の積極的な実施に努め

ることが規定された。 

これらの社会環境の変化や法制度の改正、またウィズコロナ、ポストコロナ社会を見据えつつ、市民の

生活を支えていくために、行政のとるべき方策をはじめとして、地域共生社会の実現に向けた包括的な

支援体制について、以下の順に沿って提言するものである。 

まず総論として、Ⅰ市行政組織のあり方について検討されるべき事柄に触れる。本来は、市行政の到

達点やプラス評価の部分にも言及したいところであるが、紙幅の都合で残念ではあるが省かざるを得な

い。後半部に、Ⅱ重層的支援体制について具体的に論じる。 

※ 福祉サービスを必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となる

ことの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に

関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される

上で各般の課題（社会福祉法第４条第２項より抜粋）
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Ⅰ 市行政組織のあり方について 

包括的な支援体制というのは、行政内部の部局を超えた体制であるばかりではなく、行政外のシステ

ムや市民・組織の意識と行動の変容もめざすものである。 

前者について言えば、事業レベルでいかに縦割りを超克できるかという古くて新しい“官僚制”の課題

を指摘しうる。とりわけ、部局や課にぶら下がった事業をいかに多くの部局と協働できるか。そこには、財

源・情報（住民基本台帳情報、税情報、社会資源情報、統計情報等）、さらに権限の分散と統合の問題が

あり、それらをクリアする仕組みづくりが行政改革の一環として遂行されるべきである。 

これは、政策レベルでも同様で、福祉サービス供給システムと地域協働、さらには市民の学びと自治の

行政分野横断的な新機軸を尼崎市行政が目標としている今日、喫緊の行政タスクとして、その具体的戦

略が求められているところである。 

連携や協働が謳われて久しいが、多くの自治体においても、➀ 内部の司令塔はどこなのか、➁ 連携

のためのルールは存在するのか、➂ 連携事業の評価をどう行うのか、など応えるべき課題はまだまだ山

積しているように思われる。 

効率的な会議を増やし、様々な事業への対応力のあるマルチプレーヤーの行政職員を育成していくこと

も一案であるが、もう一方でマルチな働きをする部署と、それを可能とする組織再編も必須であることは、

ここ 3０年来の一部の民間企業による組織のマトリックス化やフラット化などの試みと成功から明らかであ

る。 

後ほど「Ⅱ重層的支援体制について」で詳述するが、包括的な支援体制の骨組みやそのプロセスを概

観すると、地域で顕在化してきた課題を相談の現場やワーカーの視点から取り上げ、その問題の緩和や

解決に支援側が乗り出すという構図がある。そのプロセスは、当事者個人への援助（ケースワーク）、集

団の合議や特定グループへの働きかけ（グループワーク）、さらに地域社会の組織化や行動変容の促進

（コミュニティワーク）など、社会福祉の分野で専門職が用いる援助技術であるソーシャルワークの発露で

ある。 

ただし今日では、個人、集団、コミュニティという支援対象別のソーシャルワークを超えて“ジェネラリス

ト・ソーシャルワーク”という概念へと変貌し、さらには「地域を基盤としたソーシャルワーク」へと進化して

きている。 

これは＜個を地域で支える援助＞と＜個を支える地域をつくる援助＞の双方を一体的に推進すること

を基調としたソーシャルワークであり、これにより「総合相談」の展開が可能になると目されている。 

しかしながら、社会福祉の事業が給付行政と短絡的に捉えられる限りにおいて、生活課題を抱える個

人とコミュニティへの援助サービスという視座が専門職以外は持ちにくいというのも事実である。その意

味では、ソーシャルワークの有する価値観－エンパワメント（権限付与・能力開花）、ストレングス（強み・長

所）、自己決定の重視など－と援助技術を行政文化の中に浸透させる努力が望まれる。 

当市のコミュニティソーシャルワーカー（参考資料４：尼崎市社会福祉協議会の地域福祉活動専門員や
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市の子育てコミュニティワーカー）や国の包括的支援体制の設計に沿った福井県坂井市や愛知県豊田市

の実例（参考資料５）も、行政文化の一環としてソーシャルワークを吸収、消化、活用することの重要性を

物語っている。ちなみにソーシャルワークは、個人・集団・地域社会への直接的援助のみならず、政策評価

や政策立案をも含んでいることを付言しておきたい。 

これまで述べてきたことは、行政改革の方向性であり、その旨を理解していただいたうえで、早急に具

体的検討に入っていただきたい。 

巻頭言で述べたように、この提言の最重要テーマは「生活課題に対処する政策遂行の基本視点を、市

民の生活の全体性、継続性の保障に置き、部局・所管業務にかかわらず可能な対策を動員すること」で

あり、そのために「現行制度や施策では不十分というのではなく、施策を十分に動員・活用し、効率的か

つ施策相互の有機的な関連をさらに展開すること」である。 

この改革に至るまでの当面の間は、行政の施策全般の実施体制と地域特性に応じた効率的な業務執

行体制において、以下のコーディネーション（協働調整）機能と、その機能が発揮できる権限を明確にし

た体制を速やかに構築することを提言する。 

【生活課題の解決に向けたコーディネーション機能】 

（本庁に必要と考えられる機能） 

➀ 生活課題の解決に資する各分野（保健・医療、福祉・介護、自治・消防・防犯、社会教育）の制度、施

策の共有及び評価と政策立案、そのための部局間の調整 

➁ 南部・北部保健福祉センター及び子どもの育ち支援センター（いくしあ）、地域振興センターの事業

実施状況把握及び各センターの効率・効果的な事業推進に必要となる情報や施策等の共有、施策

実施に向けた調整 

➂ 生活課題の解決に資する民間事業・活動の情報共有及び活動促進に向けた環境整備 

➃ ➀～➂における成功事例の周知、要検討事例の部局間での協議 

（地域振興センターに必要と考えられる機能） 

➄ 地域の総合相談窓口として市民の生活課題の把握や課題整理、関係機関等との協働の調整 

➅ 社会福祉法人社会福祉協議会、自治組織、ＮＰＯ、社会福祉法人等の社会活動組織等の地域での

活動状況の把握及び生活課題の情報集約と地域の生活課題の明確化 

➆ 地域の学校、警察、消防等の社会インフラや企業との連携 

➇ 生活課題に対応する上で不足する社会資源の開発 
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地域を基盤としたソーシャルワークにおけるコーディネーションの概念図 

個を支える地域をつくる援助

地域振興
センター

民生児童委員

保護司

当事者団体

ボランティア
グループ

福祉施設・
福祉事業所

福祉専門職団体

教育機関
（大学・高校等）

保健福祉
センター

ＮＰＯ団体等

本庁

企業等 福祉サービスを必要とする
住民及びその世帯の課題

生活課題

自治組織

● 保健福祉総合相談を基盤とした支援の
総合調整機能（措置・権利擁護含）

● 人材育成機能（研修等の実施）
● 支援機関等での情報共有

弁護士会

地域のすべての人の困りごと
孤立しがちな一人暮らしの高齢者や障害者の見守りやゴミ出しといった課題や、
８０５０問題・ひきこもり・ゴミ屋敷・多頭飼育崩壊・発達障害の疑い・若年性認知症・

障害のある一人親家庭・ダブルケア・ヤングケアラー等の複合課題

地域包括支援Ｃ
相談支援Ｃ

支援の協働調整機能

支
援

情
報
共
有

個を地域で支える援助

社会福祉法人
社会福祉協議会

➀ 生活課題の解決に資する各分野の制度、施策の共有、
評価と政策立案及びそのための部局間の調整

➁ 各センターの効率・効果的な事業推進に必要となる情報・
施策等の共有、施策の実施に向けた調整

➂ 生活課題の解決に資する民間事業・活動の情報共有及び

活動促進に向けた環境整備

➃ 上記における成功事例の周知、要検討事例の部局間での
協議

施策の協働調整機能

医療機関

➄ 地域の総合相談窓口として生活課題の把握や課題整理、
関係機関等との協働の調整

➅ 社会活動組織等の活動状況の把握を通じた生活課題の
情報集約、生活課題の明確化

➆ 地域の学校、警察、消防等の社会インフラや企業との連携

➇ 生活課題に対応する上で不足する社会資源の開発

地域づくりと地域課題解決の協働調整機能

提言Ⅱ

※ 点線の範囲は
「提言Ⅱ」に記載
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Ⅱ 重層的支援体制について 

（包括的な支援体制を必要とする背景） 

○ 市は障害者、高齢者、児童、生活困窮の分野ごとに、その相談件数の増加や支援の専門性に対応する

ため、市の直営や民間委託により各分野の支援機関を充実させ、分野ごとの迅速な対応を図ってきた。 

○ また、地域包括支援センターや市社協が中心となり、日頃の関係の中で民生児童委員や保護司、地域

団体等から気軽に相談してもらえる体制や環境が作られつつあるなど、地域住民の身近な所で相談を

受け止める裾野の広がりも見られている。 

○ しかしながら、ひきこもりやごみ屋敷、多頭飼育崩壊などの複雑・複合化した事例は、家族が支援に拒

否的であることや、家庭内に潜在していたり、本人、課題に直面する地域住民にとっては相談先が分か

らなかったり、関わることへの負担感等が足かせとなり早期の支援につながらない場合がある。 

○ 一方で、支援機関にとっては、危機的状況に陥った後にようやく支援につながることになり、結果的に課

題が深刻化、複合化することで支援の長期化、困難化が課題となっている。 

○ また、複雑・複合化した事例の対応は、課題を抱える個人や家族を把握した支援機関を中心に分野ごと

に把握する支援機関との連絡・調整が行われるため、中心となる支援機関により連携の図り方が異なり、

中には調整への負担感や情報共有等の課題から十分な連携が図られないケースも見受けられる。 

○ 相談を受け止める支援機関によっては、対応する制度がないことを理由に問題を見過ごしたり、主な課

題解決に対処はするものの、その背後・背景にある課題が見過ごされ深刻化する可能性もあり、支援

の有効性やスピード感、実効性に差が生じ、制度・政策の活用にも課題があるといった指摘がある。 

○ 複雑・複合化した課題の支援は長期化することも多く、不登校の子は支援がなければひきこもりにつな

がる場合もあり、個人や世帯のライフステージの連続性を意識し、分野だけではなく縦の繋ぎを意識し

た情報共有、連携による切れ目のない支援や、相談を受け止めるための包括的な視点でアセスメント

できる人材の確保・育成が重要となる。 

○ 個人の価値観やニーズの多様化が進む中、分野ごとに制度化された公的サービスでは必ずしも十分

な課題解決が図られない場合も多く、➀ 分野を超えたサービスの相互利用や、➁ 当事者や家族のニ

ーズに対応する社会資源の把握や新たな社会資源の開拓・開発も重要となる。 

○ これらの指摘を踏まえて、市が、当事者や家族の生活基盤を支える地域資源や市社協、民生児童委員

等の活動資源と協働していくためには、まずは行政における地域を支える体制を構築し、それに合わせ

て各活動主体に期待する役割を示していくことが必要である。 

○ 今般の新型コロナウイルス感染拡大は、市民生活や地域経済に深刻かつ甚大な影響を及ぼしている。

雇用情勢の悪化に伴う格差の広がり、「新しい生活様式」を前提とした社会生活への転換による地域の

つながりの希薄化、社会的孤立・排除の拡大、支援現場の負担増等による人材不足の加速化等、様々

な課題への対応が急務となっている。 

○ 社会福祉法改正により「重層的支援体制整備事業」といった課題解決の方向性は示された。この取り組

みを活かし市民生活を支えるためには、前述したとおり、行政の縦割りを生み出す組織文化や機構、権

限、情報共有における種々の課題の一層の克服が不可欠であり、当市の創意工夫が待望される。
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Ⅱ－１ 基幹的機能による包括的な相談支援体制の構築

包括的な相談支援体制には、新たに総合相談窓口を作るのではなく、既存の支援機関の機能やネッ

トワークが十分に発揮できるよう、生活課題に直面する地域や支援機関の動きを把握し、必要に応じて

市が保有する情報や公的な施策等を適切に提供するとともに、適切なアセスメントを通じて、個人のエ

ンパワメントやストレングスを活かしてＱＯＬの向上が図られるよう、他の支援機関とのつなぎや調整等

を行い、ともに解決に向けて取り組むことが必要である。 

こうした取組を進めるためには、各分野の支援調整機関の役割や機能を集約・整理し、庁内連携の

中核として課題解決に向けた分野横断的でかつ複合的な役割・機能を果たす基幹的機能の構築が必

要となる。 

（基幹的機能イメージ） 

➀ 相談機能：各支援機関や税、住宅、教育等の市民と接する機会の多い行政窓口が情報共有を図

り、様々な相談を包括的に受け止め、必要に応じて継続的なアウトリーチを行うことにより、課題

が深刻化する前の早期把握と早期支援につなげる機能 

➁ 支援調整機能：課題解決に必要となる関係部局等の情報を集約し、関係する支援機関や支援者

をつなぐネットワークを形成するとともに、チームによる支援体制を編成し、それぞれの役割や支

援の方向性を整理するコーディネート機能（社会福祉法の「支援会議」や国の多機関協働事業の

モデル事業に位置付けられた「包括化推進員」の活用を想定） 

➂ 権利擁護機能：子どもや障害者など当事者の声に寄り添い、必要に応じて措置等の権限を行使

し、解決につなげることのできる機能 

➃ 人材育成機能： Ⅱ－３ を参照 

➄ 情報共有機能： Ⅱ－４ を参照 

➅ ネットワーク機能：対象者別、制度別に限定できない幅広い福祉課題等を、市行政内外の専門機

関や団体が共有し、課題解決に向けて協議するためのネットワークを構築する機能 

（既存の地域福祉推進協議会等の活用を想定） 

なお、基幹的機能が十分に機能できるよう、福祉部局に限定しない住宅、教育等の行政内部のあら

ゆる部局からの支援体制を構築するとともに、各分野の相談支援窓口が複雑・複合化した課題を受け

止め、多機関と連携し解決に取り組む意識の醸成及び連携ルール等を定めたガイドラインの作成・周知

に留意し進められたい。 

Ⅱ－２ 地域住民・支援機関等のネットワークを支える体制づくり 

全ての市民が生活課題に直面するわけではなく、また、直面する課題も異なるため、直接関わりのな

い課題を他人事と感じたり、課題自体に気づいていないこともある。しかし、生活課題は失業・疾病・離

婚などにより環境が変わることでたちまち直面することも多く、普段から地域住民が課題を共有し、我が

事として認識するための仕組みづくりが必要である。 

また、多くの市民等※が自発的に様々な活動に参画し、その活動の中から生活課題の解決に取り組も

うとする環境を構築することで、地域活動の担い手の高齢化、固定化といった課題を克服することや、

市民等の多様な視点から地域資源を掘り起こし、それらの専門的な知識やノウハウの活用により地域

だけでは解決の難しい課題への新たなアプローチにつなげることが期待できる。 

さらに、複雑・複合化した課題を抱え、地域に潜在化する個人や家族の早期把握と支援につなげると

ともに、地域住民や支援機関、支援者等の多様な活動主体が課題を共有し、解決に向けて活動しやす

い環境づくり（地域内の葛藤の調整、地域資源のネットワーク化や開発等）やそれぞれのネットワークを

支えるための体制が必要である。 
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※ 尼崎市自治まちづくり条例に基づき、本市の区域内に住所を有している人のほか、市内在勤・在
学する人や市内の事業者・市民活動団体等をいう。 

（取り組みの方向性） 

➀ 「支援する側」「支援される側」という関係を超え、住民主体の見守りや安心できる居場所の構築

等を促進するために、生活課題の気づきや行動を促す生涯学習施策と連携した福祉教育の推進

➁ 地域住民主体の生活課題の解決に向けて、市の縦割りの施策をつなぎ、各分野の支援機関のネ

ットワークを最大限に活かして受け止めることのできる体制の構築 

➂ 身近な地域において解決困難な課題やそれに対応する社会資源を集約し、協議・検討を行うこと

のできる多様な活動主体が協働するためのプラットフォームの構築 

➃ 地域振興センターが前述の基幹的機能と緊密に連携したうえで地域を支えるバックアップ体制の

構築 

➄ 分野・対象者で異なる相談個別支援や地域づくりにおけるエリア間の調整 

➅ ６地区ごとの特性と社会資源などの格差への配慮 

Ⅱ－３ 包括的な相談支援体制を支える人材の育成 

複雑・複合化した課題を受け止め適切なアセスメントを行い、多機関連携による支援を提供するため

の専門性に加え、様々な分野の幅広い知識や経験をもつ人材の効率的、効果的な育成が必要となる。 

（取り組みの方向性） 

➀ 多機関連携を意識し、分野ごとに支援目的や方法論の違いを学ぶためのソーシャルワーク研修

や相談機能、支援調整機能といった専門性ごとに必要となるスーパーバイズやコーディネートス

キル、ファシリテーションスキルに加え、地域との対話や協働を学ぶための研修の継続実施 

➁ 支援機関の協働意識や複合課題の気づき、支援スキルを高めることを目的として、様々な分野の

支援関係者によるアセスメントを重視した事例検討を行う仕組みづくり 

➂ 包括的な相談支援を行う専門職を育成するためのキャリアパスの形成・提供 

Ⅱ－４ 包括的な相談支援を支える情報共有の仕組みづくり 

支援を必要とする人を取り残すことなく、切れ目ない支援につなげていくためには、支援に携わる

様々な機関や支援者、地域住民との協働が欠かせない。この協働を進めるためには、支援機関等の間

で当事者やその世帯の支援に必要な情報を適切かつ円滑に共有する仕組みづくりが重要となる。 

（取り組みの方向性） 

➀ 本人同意を不要とする支援関係者との情報共有の仕組みの活用等による情報共有のルール化 

（社会福祉法等に新たに位置づけられた「支援会議」等の活用を想定） 

➁ 支援機関間での迅速かつ円滑な支援情報の情報共有を図るためのＩＣＴ環境の整備とともに、レ

セプトデータや介護保険データの分析を通じた重症化予防のアプローチの検討 

➂ 各分野の相談支援機関における様式の統一化、情報の共有・アクセス・更新のルールづくり 

➃ 支援対象者や世帯のライフステージに沿った支援に必要となる個人情報の集約と活用

以上 
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参考資料 
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（参考資料3） 地域共生社会の実現に向けた国の取り組み 

（参考資料４） 尼崎市コミュニティワーカーの取り組み 

・ 社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会の地域福祉活動専門員 
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（参考資料５） 包括的支援体制に向けたモデル事業 

・ 福井県坂井市 

・ 愛知県豊田市 
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（参考資料１）　尼崎市における包括的な支援体制（重層的支援体制整備事業）の実施に向けた検討資料

名称
（カ所数、人）

法上の位置付
け等

名称（カ所数、
人）

法上の位置付
け等

包括支援担当
課（１）

基幹型センター機
能

南北保健福祉
Ｃ障害者支援
課（２）の一部

基幹相談支援セ
ンター機能

子どもの育ち
支援センター
（１）

市区町村子ども
家庭総合支援拠
点（予防・寄り添
い機能、在宅支援
機能）

保健所・保健セ
ンター（１）

地域保健法

南北保健福祉
Ｃ福祉相談支
援課（２）

自立相談支援事
業

地域担当職員
（４１）

（市独自事業）

地域包括支援
センター（委託：
１２）

地域包括支援セ
ンター

市社協地域福
祉活動専門員
の配置（委託・
補助：１２）

生活支援体制整
備事業（委託６）
生活困窮者支援
等のための共助
の基盤づくり事業
（補助６）

・障害者相談支
援事業所（委
託：７）

障害者相談支援
事業

子育てコミュニ
ティワーカー
（２）

（市独自事業）

・南北保健福祉
Ｃ障害者支援
課（２）の一部

ふれあいサロ
ン（補助：１１０）

一般介護予防の
うち厚生労働大
臣が定めるもの
（通いの場を想
定）

こども福祉課
（１）

利用者支援事業
（基本型）

地域活動支援
センター（補助：
２５）

地域活動支援
センター

南北保健福祉
Ｃ地域保健課
（２）

利用者支援事
業（母子保健
型）

つどいの広場
（委託：９）

地域子育て支
援拠点事業

自治のまちづくりに向けて、地
域課題解決等に向けて様々な
主体の協働による課題解決等
の取組の支援等を実施

地域振興セン
ター（６）

（市独自窓口）

※多機関協働事業は、既存の相談支援機関とは異なる新たな事業として、原則、個別の支援を行わず、支援機関をバックアップする基幹的な事業として位置付けられている。そのため、関連既存窓口については、本市の基幹的機能を持つ窓口を記載。

関連既存窓口等

地域づくり
支援事業

○　介護（地域包括）、障害（地
域生活支援）、子ども（利用者
支援）、困窮（生活困者窮自立
相談支援）の相談支援に係る
事業を一体的実施し、本人・世
帯の属性にかかわらず受け止
める相談支援を実施

○　多機関協働の中核機能（世
帯を取り巻く支援関係者全体
を調整する機能）
　重層的支援会議の実施（同意
有）

○　個別制度につなぎにくい
課題等に関して、アウトリーチ
も含め継続的につながり続け
る伴走支援を中心的に担う機
能
　支援会議の活用（同意無）

○　新たな社会資源の創出や
地域に不足する資源の検討

（方向性)
　６地域振興センターを基盤に、地域担当職
員、地域福祉活動専門員や子育てＣＷ、が連
携し、地域住民、支援機関等とともに地域生
活課題や個別課題を協議する場づくり
（主な機能）
　別紙のとおり
（期待される効果）
　○地域振興Ｃを基盤とすることで、地域生活
課題等に応じた庁内部署や支援機関、まちづ
くりに関わる多様な主体の参画が得やすい
　○地域生活課題への気づきや行動を促す人
権教育を含む生涯学習施策と連携した福祉
教育の推進
　○地域福祉ネットワーク会議など、既存の協
議の場を通じた地域生活課題の把握と社会
資源開発の協議
　○地域生活課題に直面する地域住民が相談
しやすい環境づくりと、潜在化した課題の深
刻化する前の予防的アプローチ
（検討課題）
　●地域づくりをコーディネートする各分野の
職員間の連携体制の構築
　●地域との情報共有の仕組みづくり（支援
会議の活用等）

方向性等（案）

小
学
校
区
・
連

協
圏
域

圏域ごとの事業
位置付け

制度上の
役割や機能

６
地
区
圏
域

圏
域

圏域ごとの事業
位置付け

制度上の
役割や機能

関連既存窓口等（※）

尼
崎
市
全
域

多機関協働
事業（アウト
リーチ＋参
加支援と一
体実施）

○介護（一般介護予防事業、生
活支援体制整備事業）、障害
（地域活動支援事業）、子ども
子育て支援拠点事業）を一体
として実施し、社会的孤立を防
ぐとともに、地域における多世
代の交流や多様な活躍の場を
確保する地域づくりに向けた
支援の実施

○以下の場及び機能を確保
　①住民同士が出会い参加す
ることのできる場や居場所
　②ケア支え合う関係性を広
げ、交流や活躍の場をもつ
コーディネート機能

（方向性）　統合/基幹型：直営
　南北保健福祉Ｃに基幹型包括支援Ｃ機能を
設置するなど、複合課題に対応する基幹的機
能を集約した組織を設置し、支援機関間の支
援方針の共有、役割分担等の支援調整等を行
う。
（主な機能）
　別紙のとおり
（期待される効果）
　○支援拒否事例等の初期集中対応や支援に
つなぐための継続的支援
　○各分野の施策や社会資源を把握し包括的
な支援提供
　○スーパーバイズ機能等による支援機関の
対応力の底上げ
　○地域づくり支援と連携した社会資源の開
発等
（検討課題等）
　●地域づくり支援を担う職員等との連携方
法
　●相談が丸投げされないルールづくり
　●専門性の高い人材の確保・育成

（方向性)
基本型（ネットワーク型）：委託ｏr直営
　各地域の既存の相談支援窓口（支部社協、
地域包括支援Ｃ等）や各地域振興センターが
連携し、他分野の相談を受け止め、連携する
仕組みづくり
（期待される効果）
　○既存の相談支援窓口を活かした身近な地
域の総合相談の実施
　○民生委員等の地域の支援者とつながる支
部社協、地域振興Ｃ等を通じて、潜在化した
課題の早期把握
　○地域ごとに各分野の支援機関間の顔の見
える関係の構築による支援の充実
（検討課題）
　●各分野相談窓口間の意識醸成や気づきの
スキルアップが必要
　●相談窓口間の連携・情報共有ルールや仕
組づくり
　●各地区の地域振興センターと市社協が連
携し、相談を受け止めるルールづくり
　●社協支部事務局窓口と個別支援に関する
情報共有の仕組みづくり（委託化含む）

包括的相談
支援事業

方向性等（案）

地域住民

８０５０問題・ひきこもり・ゴミ屋敷・多頭飼育崩壊・

発達障害の疑い・若年性認知症・障害のある一人親家庭・

ダブルケア・ヤングケアラー等の複合課題の増加

支
援
・
つ
な
ぎ
も
ど
し

支
援
依
頼

相
談
・
通
報

支
援

協働と参画・地域
づくりのプラット
フォーム

運営

様々な生活福祉課題に

対応した、多様な地域

福祉活動の創出

多様な地域づくりの担い手が出会い、学び合う中から、新たな展開を育むために、分野を問わないプラットフォームの構築

（機能） ○住民が地域課題を共有し、主体的に解決を試みる体制づくりの支援（社会資源開発）

○地域課題や人と情報が集まり、人と活動がつながる場づくり

○複合的な個別課題の解決に向けて地域住民、支援機関等が協議、検討する場づくり

（イメージ） （案）既存の地域福祉ネットワーク会議の充実や６地区での地域ケア代表者会議の開催等により構築

課題➊ セルフネグレクト（ゴミ屋敷、多頭飼育崩壊等）、虐待等の地域に潜在化したり、既存の公的な福祉制度等だけでは

解決できない複合課題の増加と深刻化
課題➋ 担い手不足等の課題がある中で、ゴミ屋敷、多頭飼育崩壊等の長期化する課題に直面する地域の負担感の増加

課題➌ 複合課題の支援の中核となる機能や協議の場が無いことでの他分野や地域との連携不足

（予防的アプローチや社会資源の開発に向けた地域との連携不足）
課題➍ 複合課題の対応の長期化等による相談支援窓口の負担の増加及び支援機関の人材不足

地域と行政をつなぐ

ネットワーク

支援・参画
創
出

参画

参画

（仮称）基幹型福祉総合相談

支援体制を中心とした支援機

関の連携による包括的な支

援の提供

地域振興センターを基盤とし

た多様な担い手による見守り

や社会資源の開発等

複合的な課題
解決の支援体制

重層的支援

事業の中核

機関

いくしあ

社会福祉協

議会

南北ＨＷＣ

各課

ＨＷ等外部

専門機関

地域包括/

相談支援事

業所

社会福祉協

議会

民生児童委

員教育機関

（大学・高校

等）

企業等

地域振興セ

ンター
福祉事業者

等

教育委員会
福祉事業者

等

自治会・町

会

ＮＰＯ法人

等

緊
密
な

連
携

支援・参画

（別紙）包括的な支援体制

を支える機能イメージ参照

対象者別、制度別に限定されない幅広い福祉課題を全市的に共有し、課題に対応する施策等を協議

（機能） ○地域福祉ネットワーク会議を通じて把握した福祉課題の福祉施策への反映、構築

○市域全体での社会資源の共有、開発

（イメージ）地域福祉推進協議会の充実により構築
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（参考資料２） 包括的な支援体制を支える機能イメージ 



１3

（参考資料３） 地域共生社会の実現に向けた国の取り組み 

◇ 「地域共生社会」について 

厚生労働省においては、改革の基本コンセプトとして「地域共生社会」の実現を掲げ、「『地域共生社

会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（平成 ２９ 年２月７日 厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生

社会実現本部決定）が打ち出された。 

この中において、「地域共生社会とは、制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係

を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく

社会を目指すものである」としている。 

◇ 重層的整備事業について

○ 平成２９年の社会福祉法の改正に伴い、平成3０年４月１日より包括的な支援体制を整備する

ことが市町村の努力義務とされた。また改正後の法の附則の中で、公布後３年（令和２年）を目途

として、包括的支援体制を全国整備するための方策について検討を加え、その結果に基づいて所

要の措置を講ずることとされた。 

○ この法改正を踏まえ、国は包括的な支援体制の全国的な整備を推進する方策の検討を進めるため

の有識者による「地域共生社会推進検討会」を設置し、令和元年１２月２６日に最終とりまとめとし

て報告書が示された。 

○ この報告書で地域住民の複合化・複雑化する支援ニーズに対応する市町村における包括的な支援

体制の構築を推進するために、次の３つの支援を内容とする新たな事業の創設を行うべきとされ

た。 

➀ 断らない相談支援（本人・世帯の属性にかかわらず受け止める相談支援） 

➁ 参加支援（本人・世帯の状態に合わせ、地域資源を活かしながら、就労支援、居住支援など

を提供することで社会とのつながりを回復する支援） 

➂ 地域づくりに向けた支援（地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交

流や多様な活躍の機会と役割を生み出す支援） 

○ この報告書に基づき、令和２年６月に社会福祉法が改正され、「重層的支援体制整備事業（生活

課題を抱える地域住民及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進

のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業）」の市町村による積極的な実施に努め

ることが規定され、事業実施にあたっては、地域包括支援センターや基幹相談支援センター等の既

存の相談支援機関相互間の緊密な連携が図られるよう努めることとされた。（第 １０６条の４関係） 
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（参考資料４） 尼崎市コミュニティワーカーの取り組み 

◇ 社会福祉法人尼崎市社会福祉協議会の地域福祉活動専門員（生活支援コーディネーター兼務）の 

取り組み 

地域福祉活動専門員は、地域の担い手の育成・支援、ネットワークづくり、住民主体の活動支援を行う

ことにより、多様化・複雑化する住民ニーズに対応するため、市社協が平成２３年度から市の補助を受け

て配置し、平成２７年度から各地区に２名ずつ、計１２名の地域福祉活動専門員（生活支援コーディネー

ター兼務）が配置され活動している。 

地域のニーズや課題を発見し、受け止め、地域住民や関係機関と協力しながら、地域における支え合

いの仕組みづくりや、地域での生活を支えるネットワーク（専門機関や専門職に留まらず多様な人材に

よる）をつくる役割を担う。 

具体的にはふれあいサロン活動の立ち上げ、地域の見守り活動を進めるなど、地域における福祉活

動を進めるために、各種団体や地域住民と話し合いをしながら、つどいの場づくりや組織・グループづく

りの提案などに取り組んでいる。また、子ども食堂や学習支援に代表される子どもや子育て世代に対す

る支援、安全安心のまちづくりに欠かせない防災についての支援体制づくりなど、「子どもから高齢者ま

で」年齢に関係なく、また個人・グループ問わず支援していく取り組みも行っている。 

さらに、制度の狭間に陥り、支援が必要と思われるにもかかわらず、各種サービスや制度が届かない

場合などの個別支援にも積極的に解決に向け地域住民の力を得ながら取り組んでいる。これら取り組

みは、地域共生社会の実現につながるものと考えている。 

地域共生社会の実現を目指す

制度の狭間の課題
生きづらさを抱えた当事者への支援
・8050問題 ・ヤングケアラー
・ゴミ屋敷 等

・当事者のエンパワメントを重視した寄り添い
・各種制度やサービスによる対応へのつなぎ

支
援

個別課題や地域の福祉課題

・町会活動・各種団体活動（老人クラブ・婦人会等）
・住民交流の取り組み（地域清掃、まつり等）

地域活動

・社会福祉法人 ・医療法人 ・NPO ・企業
・事業所 等

地域の社会福祉法人・NPO団体等

地域福祉活動
・見守り活動 ・ふれあいサロン
・子ども食堂 ・学習支援
・防災活動 ・生活支援サービス
・ボランティアグループ など
（福祉的な話し合いは各グループや地

域福祉会議などで実施≒第３層）行政等の専門機関
地域包括支援センター
南北保健福祉センター

（生活保護担当部署ほか）
福祉課 各地域課

高齢介護課・包括支援担当
障害福祉課 こども青少年課

等その他の関係機関

地区地域福祉ネットワーク会議
（第2層協議体）

民生児童
委員

発
見
・
支
援

ネットワークづく
り、新たな活動・
資源の開発、相
談・支援、担い手
育成支援

会議運営
支援

共感を伴った地
域の支援・協力
が得られるよう
に働きかけ

相談・協力・支援

地域の福祉課題
・独居高齢者の増加と少子化
・母子・父子家庭の増加
・無縁社会 等

地域福祉活動
専門員

（兼 生活支援
コーディネー

ター）
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◇ 尼崎市の子育てコミュニティワーカーの取り組み 

尼崎市は、２００９年に児童の権利に関する条約の理念に則り「尼崎市子どもの育ち支援条例」を策定

し、条例に基づき、ソーシャルワーク専門職を地域(ＣＳＷ＝子育てコミュニティワーカー)と学校(ＳＳＷ＝

子どもの育ち支援ワーカー)に配置し、この専門職を両輪として子どもの健やかな育ちを支える社会づく

りを目指しており、ＣＳＷは「地域との協働」「庁内のチームづくり」「地域と庁内の拡大チームづくり」の3

つの取り組み方向に基づき、子どもの貧困、不登校など、子どもに関わる課題を解決するための具体的

アクションを通じて支援者ネットワークを築くことに重点を置いている。 

これまでの主な活動テーマとしては「こども食堂(地域食堂)」「高校内居場所カフェ」「ヤングケアラー」

等の生きづらさを抱える子どもや若者を包摂する「居場所づくり」を進めている。事業レベルや所管課の

線引きにとらわれず、現場、当事者の抱える課題から発想して庁内外に働きかける手法を取ることで、市

民・地域からＣＳＷや所管課に対しての働きかけが生まれるなど、皆が相互に関わりあう循環型の交流

が生まれている。 

令和元年１０月の子どもの育ち支援センター「いくしあ」オープン後は、専門支援と地域支援の連続性

のため、児童ケースワーカーやＳＳＷと共に個別困難事例の支援にも関わっている。児童虐待事案では

アルコール依存症等の保護者の精神疾患が起因するケースが多いため、保健所や障害福祉事業所の事

業に参加して「精神保健福祉と児童福祉の連結」「地域支援ネットワークづくり」「家族まるごと支援」に取

り組んでいる。また、子どもの意見表明を支援し、権利保障をしていく「子どものための権利擁護委員会」

の啓発活動等にも関わり、子どもの人権を妨げる様々な地域課題の解決に取り組むものである。 

子育てコミュニティソーシャルワークの働きかけと期待される効果イメージ

地域課題への取組
（虐待発見・非行化防止・子どもの安全ほか）

行政（各分野）

拡張・継続の支援

働きかけ

組織・団体・グループ子育て家庭同士大人と子ども

活動のリーダー等の
スキルの高まり 相互の人材活用大人・子どもの「顔見知りの関係」の拡がり

地域で子どもの育ちを支える意識の高まり

大人たちの主体的な取組 地域住民主体のネットワークの拡がり

異なる地域・分野・年代の
交流の機会（接点）づくり

地域課題・要支援の子どもの情報

段階的に積み上げ、様々な社会資源を増やしながら、子どもを取り巻く社会環境を改善

活動運営のためのアドバイス、人
材、情報の提供等

働きかけ
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（参考資料５） 包括的支援体制に向けたモデル事業（福井県坂井市、愛知県豊田市） 

◇ 福井県坂井市の取り組み
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◇ 愛知県豊田市における包括的な支援体制の全体像イメージ

令和２年度から 場所

支所（地域振興担当）
・相談窓口（聞取り、支援機関へのつなぎ）
・支え合いの地域づくり
（地域予算提案事業等による地域課題への対応）
・民児協地区協議会への出席

社会福祉協議会（CSW※）
・相談後の支援（経済的困窮者を中心とした支援）
・支え合いの地域づくり（地域活動の支援等）
・民児協地区協議会への出席

上郷・猿投
高岡・高橋
松平・コミセ
ン

上郷・猿投
高岡・高橋
コミセン
※松平担当は
高橋支所内
に配置

福祉総合相談課
・支所及びコミュニティソーシャルワーカーの支援
（研修実施など）
・相談後の支援（困難案件、支援機関間の調整）
・虐待等緊急案件の対応
・民児協事務局、案件により地区協への出席
・全市的な施策の立案・展開

本庁

地域保健課（保健師）
・まちぐるみの健康づくり等（従来どおり）

猿投 高岡
コミセン

（
新
）
福
祉
の
相
談
窓
口

旧市内５支所の地域振興担当に新たな機能を位置づけ、
支所・社会福祉協議会・福祉総合相談課の連携による新体制で実施

相談窓口の全市展開における新たな体制（令和２年度～）

身近な地域での相談の受け止めから、「個別支援」と「支え合いの地域づくり」の協働による包括的な支援につなげる体制

「福祉」で受け止めるのではなく、「地域」で受け止める窓口。将来的には、福祉の視点も加えた幅広い地域づくりも視野。
相談機能の集約ではなく、既存の体制の活用 (既存の相談支援機関の更なる強化も、第２次地域福祉計画・活動計画等で規定)。
自立相談支援事業(生活困窮)・地域共生モデル事業・生活支援体制整備事業・社協自主事業を組み合わせたCSWのエリア配置。
ソーシャルハイリスクと思われる傷病者の発見に長けた「消防」と、支援を担う「福祉」のお互いの強みを活かす「消福連携」。
地域振興部・社会福祉協議会・福祉部が一体となった「福祉の相談窓口」の運営に向け、定期的な調整会議と研修の実施。
支援に横串を入れる所属として、福祉部内に「福祉総合相談課」の設置。
成年後見制度利用促進、１層の協議体、虐待防止のネットワークなど、関連施策の取組との一体的な実施。

２

３

１

５

６

４

７
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◆ 審議経過 

開催日 会議名及び主な会議内容（次第） 

平成3１年3月２８日 平成3０年度 第 １回尼崎市社会保障審議会総会 

・ 市民福祉総合政策学識者会議の設置について 

令和元年６月２０日 令和元年度 第１回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 市民福祉総合政策学識者会議の今後の進め方について 

・ 福祉関係窓口の情報共有について 

令和２年 １月２８日 令和元年度 第２回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 福祉分野別計画の整合性について 

２月７日 令和元年度 第3回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 福祉分野別計画の整合性について 

７月3日 令和２年度 第１回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 会議における議論の方向性について 

・ 本市における包括的な支援体制の構築に向けた課題整理について 

８月２１日 令和２年度 第２回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 重層的支援体制整備事業について 

１０月５日 令和２年度 第3回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 包括的相談支援事業及び多機関協働事業について 

１１月 ９日 令和２年度 第４回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 地域づくり支援事業及び地域と行政をつなぐネットワークについて 

令和3年 １月２６日 令和２年度 第５回市民福祉総合政策学識者会議 

・ 提言（案）について 

令和3年3月3０日 令和２年度 第１回尼崎市社会保障審議会総会 

・ 提言（案）について 

◆ 尼崎市社会保障審議会 市民福祉総合政策学識者会議名簿 

(敬称略・五十音順)
氏名 役職名 備考 

伊藤 嘉余子 大阪府立大学 教授 

荻田 藍子 兵庫県社会福祉協議会 地域生活支援部長

奥西 栄介 福井県立大学 教授 

木下 隆志 兵庫県立大学大学院 教授 

前田 崇博 大阪城南女子短期大学 教授 

松澤 賢治 元流通科学大学 教授 社会保障審議会副委員長
市民福祉総合政策学識者会議副座長

松原 一郎 関西大学 名誉教授 社会保障審議会委員長
市民福祉総合政策学識者会議座長


